
◎基本情報

● 対象 ○ 対象外

○ 経常経費 ● 臨時的経費 ○ 内部管理　　 ○ 法定経費 ○ 指定管理費

○ 直営　 ● 一部委託 ○ 全部委託　 ● 補助・助成　 ● その他

□ 企画 □ 実施 □ 評価 ■ 対象外

指標2の評価、未達理由、今後の
考え方

今年度の見直し
内容

さっぽろ圏データ取引市場を令和６年度から別事業へ移管したため、活動指標、成果指標の見直しを行った。

来年度以降の方
向性

新・さっぽろモデル事業の各種取組を継続するとともに、本事業で得られた知見等を活かし、さらなるスマートシティの推進に向けた今後の施策に
生かしていく。

↓

アウトカム
成果指標2

という状態にしたい、成果を挙げたい

令和5年度実績 令和6年度予定 令和6年度実績 令和7年度予定 令和8年度予定 令和9年度予定

令和9年度予定

指標1の評価、未達理由、今後の
考え方

新・さっぽろモデル事業への参加者が増加することでＩＣＴの利便性をより広く周知でき、満足度を確認するこ
とで改善すべき点の確認及び改善に向けた取組を実施する。

アウトプット
活動指標2

という活動、業務を行うことで

令和5年度実績 令和6年度予定 令和6年度実績 令和7年度予定 令和8年度予定

2.9 3.5 3 3.7 3.8 4

↓

アウトカム
成果指標1

新・さっぽろモデル事業への参加者の満足度（５段階評価） という状態にしたい、成果を挙げたい

令和5年度実績 令和6年度予定 令和6年度実績 令和7年度予定 令和8年度予定 令和9年度予定

令和9年度予定

542 1,700 3,426 4,000 4,500 5,000

人工

指標

アウトプット
活動指標1

新・さっぽろモデル事業への参加者数 という活動、業務を行うことで

令和5年度実績 令和6年度予定 令和6年度実績 令和7年度予定 令和8年度予定

2 人工

令和7年度予算額 23,000 千円 うち特定財源 0 千円 正規職員業務量 2

正規職員業務量 2 人工

令和6年度決算額 85,841 千円 うち特定財源 32,479 千円 正規職員業務量

千円 正規職員業務量 2 人工

令和6年度予算額 133,000 千円 うち特定財源 66,500 千円

どのような状態にしたい
（状態を維持したい）

スマートシティの推進

他都市の状況

・会津若松市：都市ＯＳを導入し、オプトインによるパーソナルデータ利活用サービスや、産官学連携を通し、様々な分野でＩＣＴ
を活用した取組を推進。デジ田ＴＹＰＥ３採択市
・高松市：都市ＯＳを導入し、産学民官の多様な主体が自由にデータを利活用できる実証環境を整備。デジ田ＴＹＰＥ３採択市

市民参加の実施

令和5年度決算額 432,126 千円 うち特定財源 219,976

施策名 ＩＴ分野やクリエイティブ分野、健康福祉・医療分野の産業が、国

アクションプラン

事業の性質

事
業
内
容

事業の背景（現在の状況、社会
的課題）

　近年、ＩＣＴの仕組みやコミュニケーションの形態が大きく変化していることを踏まえ、２０１７年に札幌市ＩＣＴ活用戦略（以下「戦
略」という。）を策定し、札幌市が抱える課題の解決にＩＣＴを活用していくこととした。また、２０２０年に同戦略を改定した後、デジ
タル活用による行政サービスの効率化・高度化とスマートシティの取組や地域産業のデジタル化を両輪で進め、社会課題の解
決と地域社会の持続的な発展につなげ、市民生活の質を向上させるほか、市内産業の競争力強化や新たな価値の創出、人材
の育成・定着を図る官民が利便性の高い持続的なサービスを提供し、人口減少・少子高齢化の進行に伴う課題や今後の様々
な社会経済情勢の変化に柔軟に対応していくことを目的とし、ＩＣＴやデータの利活用を積極的に進めるための指針として２０２５
年３月に第２次札幌市ＩＣＴ活用戦略を策定した。

事業内容
（何を実施し）

①デジタル田園都市国家構想交付金実施計画に基づく事業（新・さっぽろモデル事業）の実施
　事業の実施に必要な共通ＩＤ連携基盤の運用費等を札幌市スマートシティ推進協議会へ負担金として支出

②スマートシティアプリ（さっぽろ圏スマートアプリ）の運用
　スタンプラリー機能をはじめとする様々な分野の機能をミニアプリとして搭載できる「プラットフォーム型アプリ」を運用
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